
令 和 ３ 年 度 事 業 計 画

自 令和３年４月 １日
期 間

至 令和４年３月３１日

２０１９年の本県の県内新設住宅着工数は、４，２０９戸で、前年より３．４％減少し

ており、今後、人口減少社会を迎える中、住宅分野における市場規模の拡大を見込むのは

厳しい情勢にある。

令和元年１１月からの新型コロナウイルス感染症は、瞬く間に全世界に拡大し、国内で

も緊急事態宣言がなされるなど、世界的に人・物の動きが制約され、経済的な打撃も深刻

な広がりを見せており、その波は、新設住宅着工戸数が低迷や住宅に使う木材の在庫拡大、

取引価格下落などが林業・木材業界にも大きな影響を与えることとなった。

このような中、昨年１０月、菅首相の所信表明演説で「2050年カーボンニュートラル、

脱炭素社会の実現を目指す」と宣言したことを受け、今後、地球温暖化防止および持続可

能性の側面から、代替素材として木材の採用や、事業用の建築物を木造化など、木材のニ

ーズは一層高まっていくと予想され、木材の利用拡大の好機であると期待できる。木材業

界においては、これらニーズに適切に対応し、品質・性能が確かな製品を提供することで

国内での競争力を高めるとともに、これまで木造・木質化が進まなかった中高層建築物や、

商業施設等の非住宅分野のほか、住宅着工数に影響されない土木分野等における新たな用

途開拓に取り組む必要がある。

秋田県の木材関連業界おいても、木材高度加工研究所、行政及び関係団体等と連携を強

化しながら、新たな部材・工法の開発や技術開発を進めるとともに、市場開拓に向けた取

り組みが必要とされており、当機構としても、木材高度加工研究所の耐火炉試験施設を活

用した新たな取組を展開する必要があると認識している。

一方、当機構の運営は、長引く低金利水準や事業量の減少等により、厳しい状況が続い

きたことから、基本財産を国債等からユーロ円債への買換え、運営資金の確保、試験手数

料の見直しなど実行し、経常ベースでの収支均衡が達成され、令和２年度に実施された３

年に１度の行政官庁の公益法人の立入検査、及び県の監査委員による財政的援助団体等の

監査では、共に指摘事項はなかった。しかしながら、県からの受託事業に頼るところが大

きいため、安定的な経営が維持されるよう、従来の取組に加え自主的事業の拡大に向けた

取り組みを進めることが課題である。

以上の状況を踏まえ、公益目的事業おいては県内産学官等の連携による技術開発支援等

の安定実施、及び耐火依頼試験等の収益事業の拡充を図ることで、経営基盤を安定化させ

るとともに、「本県木材関連産業の振興発展」に寄与する公益財団法人としての役割を果

たすため、令和３年度は次の各事業を実施する。



公益目的事業 本県木材関連産業の振興を図る事業

木材関連産業の振興発展を図るため、木材の加工及び利用に関する技術

の指導及び普及、木材商品開発情報の収集及び提供、並びに、高付加価値

木材商品開発への支援を行う。

１ 情報収集提供事業

本県木材関連企業における製品開発や加工利用技術の向上に資するため、秋田県

立大学木材高度加工研究所の試験研究成果、木材・木製品に関する法令や制度の制

定・改正情報、各種研修会や講習会の開催案内、木材関連の新技術情報、当機構の

業務紹介などについて、情報紙及びホームページにより適時広範な情報発信を行う。

(１）情報紙の発行

情報紙「木材加工最前線」を出捐団体や賛助会員をはじめ、県内の林業・

木材関連企業や行政機関、県内外の試験研究機関等へ配布する。

発行回数：３回 (93～95号) ／ 発行部数：各号 600 部

(２）ホームページの運用

当機構の業務紹介、各種研修会や講演会の開催案内、最新の木材製品情報、

木材関連産業のトピックス、木材に関する身近な話題などの各種情報をホー

ムページやフェイスブックに掲載し、広く情報の提供を行う。

ホームページの随時更新

２ 技術指導・移転事業

木材関連企業が抱えている木材製品の生産、加工、利用に関する技術的課題の解

決をサポートするため、各種相談対応、現地指導、企業訪問、技術開発支援を行う。

（１）相談対応

来訪、電話、メール等により企業から寄せられる諸課題に木高研と連携し

ながら対応し、必要に応じて資料送付、関連情報の収集提供、データ提供、

事例紹介などを迅速的確に行う。

通年随時対応

（２）現地指導

企業からの派遣要請に基づき、当該企業が抱えている技術的課題の解決に

適任の指導者を当機構の顧問や技術コンサルタントなどの中から人選し、直



接企業に赴いて現地指導を行う。

指導企業数：５社

（３）企業訪問

木高研の研究成果の民間への移転可能性を探るとともに、企業ニーズを把

握して研究課題に反映することをねらいとした企業訪問を実施する。

訪問企業数：８０社

（４）技術開発支援

木材の新たな市場の創出に向け、耐火部材等をはじめとする木質系部材

の製造実証や土木分野での木材利用など、県内産学官の連携による技術開発

を支援する。

技術開発件数：３件

３ 啓発研修事業

新製品開発に意欲のある企業や、社員の技術研鑽・知識向上に取り組む企業など

を支援するため、公開講演会及び研修会等を開催する。

（１）公開講演会

木材高度加工研究所の研究内容や成果を業界関係者、行政、他研究機関な

どへ広く周知するため、能代市、能代木材産業連合会と連携して研究所講演

会を開催する。

開催数：１回

（２）研修会

木材関連産業に係る行政施策や業界の動向、県内外の先駆的な事例紹介な

どを通じて、企業の技術力や経営力の向上に繋がる企画内容の研修会を開催

する。

開催数：１回

（３）新しい木質部材等を学ぶ建築講座

既存の製材、集成材、合板等に加え、新たに開発されたＣＬＴや複合木質

部材、耐火部材等の公共・民間施設における木材の利用拡大を図るため、セ

ミナーを開催する。

開催数：６回



収益事業 木材に関する調査・研究等を行う事業

企業や官公庁から発注される次のような木材に関する調査・研究事業等を行う。

１ 木材に関する性能試験

企業からの依頼を受け、製材品・集成材・家具等の強度試験及び防耐火試験、木

材の含水率や熱伝導率などの物性試験のほか、ホルムアルデヒドの放散量測定など、

製品の品質管理や新製品開発過程などで必要とする各種の試験を実施する。

２ 木材に関する調査・研究

国の各省庁等が発注する木材の調査・研究に関する業務を受託する。

３ 木製構造物の劣化等診断

自治体等からの依頼を受け、木製ダム・木製遊具・木製歩道橋・木橋等の木製

構造物の劣化等の診断を実施する。

収益事業受託件数：９０件

法人管理

１ 収支改善に向けた取り組み

（１）県受託事業の拡大

秋田県立大システム科学技術学部や木材高度加工研究所等と連携して、木質

耐火部材開発や木材の土木利用の試験等に関する事業を受託する。

＜ 令和２年度 28,509千円 → 令和３年度 26,417千円 ＞

（２）依頼試験件数の増加

関係機関及び企業訪問に加え、機構ホームページをリニューアルして、広く

周知を図ることで依頼試験件数の増加に努める。

耐火依頼試験については、予備試験段階での試験を受託しながら、既存の試

験機関と連携して、試験技術の向上や知識の習得に努める。

２ 顧客満足度調査

企業ニーズに沿った事業活動の展開に資するため、当機構の各種業務を利用し

ている企業を対象に、アンケートによる顧客満足度調査を実施する。


